
株式会社也つ代Best Solutions For Regional Financial Institutions

SaaS（Software as a Service）「HKCシステム」
サブスクリプションのご案内
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HKCとは、何のひねりもないH(anro) K(aitaku) C(onsulting)の略です。

SaaSとは、サービス提供事業者（サーバー）側で稼働しているソフトウェアを、インターネットな
どのネットワークを経由して、ユーザーが利⽤できるサービスを指します。
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HKCシステムでできること

現在多くの地域⾦融機関が関与できていない取引先の商取引（⻩ヌキ部分）に関与できるようになります。
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地元

地元外
買い⼿としての地域⾦融機関地元取引先

売り⼿としての地域⾦融機関地元取引先

地元企業では供給できない商材
（地域⾦融機関向け営業⽀援サービス付）

売り⼿としての⼤企業・中堅企業

接点のないエンドユーザーではなく
主にバイヤー

・移輸出に限りがあるサービスやサービス部分への
価値依存の⾼い商材
• サービス依存度が⼩さくても、在庫が限られ、

売り⼿が値下げにも消極的な商材

在庫に不安がなく、在庫が捌けるのであれば柔
軟に値下げにも売り⼿が対応できる移輸出可

能な商材

地域⾦融機関

（投資購買対象商材が⾼額の場合）
融資による収益

（融資につながらない場合）
キックバック収益

⽬利き委託やエンドユーザー紹介に関わる諸費⽤販路開拓コンサルティング⼿数料

販路開拓コンサルティング
業務委託契約締結

規格建築物件・太陽光パネル・GXDX⽀援
システム機器・仕組債・保険商品・・・

⾷品、農産品、伝統⼯芸品、⽣産⽤部
品・原材料・・・コモディティ

商品不動産、修繕サービス、保守管理サービス、
⾃社開発の地場産業専⽤⽣産機器・・・
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関与できていなかった商取引に関与するためにHKCシステムで⾏われている主な⼯夫

販路開拓対象商品サービスに関する「納⼊可能地域」と「即納在庫量」へのきめ細やかな管理を可能としています。

地元内ローカル商流に関与する以上避けられないトラブルでもある、買い⼿に同種商品サービスを供給してきた第三の
地元事業者の販路を奪って、販路開拓してしまうこと（販路振替による販路開拓という禁⽌事項）で⽣じるクレームへ
の事前抑⽌に対応しています。

売り⼿担当と買い⼿担当の機能・役割を明確に分けて、粗利率を削ってまで安くは売りたくない売り⼿と安く買いたい買
い⼿間でコンサルティング上利益相反が⽣じないように設計しています。

売り⼿担当（製造担当と呼びます）と買い⼿担当（販売担当と呼びます）の両⽅知りうる売り⼿や買い⼿の銀⾏取
引情報や与信関連情報を⼀切使⽤せず、販路開拓コンサルティングで売り⼿事業者の満⾜を勝ち取り、⼗分なコンサ
ルティング⼿数料を得られるための最低限の情報（ほとんどがWEB上で⼊⼿可能なもの）だけを両担当間で共有する
コンサルティングビジネスモデル（製販分離型販路開拓コンサルティングと呼びます）にだけ対応しています。

売り⼿担当と買い⼿担当は単⼀地域⾦融機関だけでなく、主⼒マーケットが重なる複数の地域⾦融機関で担当を変
えて連携できる共有のWEBデータベースを使⽤しています。⾃⾏だけで運営したい場合には、別の占有のWEBデータ
ベースで店舗間連携としてカスタマイズで対応します。

物販が銀⾏法で禁じられている銀⾏として、第三者から物販や販売代⾏と疑われないよう、商品サービス内容とあわせ
て売り⼿に紹介する買い⼿と売り⼿にもたらされる売上額を予め特定した「販路開拓案件」を⾝近な売り⼿向け融資案
件のように進めていく形式を採⽤しています。

他⽅、独占禁⽌法に抵触しないよう成約した価格と取引量の内訳については製造担当と販売担当で情報隔壁を設
定し、買い⼿にとって確定した請求総額（売り⼿の確定した売上額と同額）のみを取り扱う設計となっています。
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顧客価値を⾼め、⾼収益化する製販分離型コンサルティングのポイント

関与してきた商取引からうかびあがる地域⾦融機関⾏職員の常識

これまで関与してきた商取引では、地元の売り⼿では売り⼿寄りの取引条件を妥協しそうにない（移輸出できない、在庫が不⼗分、
値引きしたくないなど）ような売り⼿を避け、地元の買い⼿では多額のキックバックを売り⼿から受け取る⼿前、売り⼿寄りの取引条
件をのんでもらえない（EB債の参照株式として個別株を嫌がる）ような買い⼿を避けてきました。融資の条件交渉でうんざりしてい
たはずです。

地域⾦融機関⾏職員が⽣産能⼒を⾼めるはずと考える設備投資・ファイナンス提案をいったん禁じ⼿として、現在の⽣
産能⼒のもとで地元の売り⼿が妥協したくない取引条件に真摯に寄り添い、まずは新たな買い⼿との商取引を成⽴させ
ることにしか、この地域経済のためになるとも思えない常識をブレークスルーする⽅法はないように思われます。

これまでの商取引への関与では気にする必要がなかった、“買い⼿が存在する地域”や“問題なく取引可能な取引量”を
「納⼊可能地域」や「即納在庫量」として常時注意を払うようにHKCシステムでは求めます。

商品サービスに係る情報については、Eコマースサイトで売り⼿がブラウザー操作でリアルタイム更新できるようになっていて、
販路開拓コンサルタント泣かせの時代となっています。銀⾏内の閉鎖的なデータベースでは利便性において太⼑打ちでき
ませんので、HKCシステムでは、⾏員のスマートフォンの売り⼿の⾯前操作で確認・更新できるようにして、頼りがいのある
販路開拓コンサルタントとしての⾯⼦を保ちます。
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融資の約定⾦利条件がそうであるように、商取引を成⽴させるためには取引
条件については取引当事者間の妥協（⽿あたりよくいえば歩み寄り）が必

要ということが常識化してしまっています。

希望する取引条件のもとで満⾜な売上を地元の売り⼿にもたらす（＝⽬指す顧客価値提供⽔準）こと
ができれば、地元外の売り⼿からのキックバックに遜⾊ないコンサルティング⼿数料を受け取ることができます。
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既往のビジネスマッチングや商談会と棲み分けするための製販分離型販路開拓コンサルティングビジネスモデル上の制限

個⼈情報保護法対応のため、売り⼿事業者のうち国税庁法⼈番号のない個⼈事業者への販路開拓⽀援は⾏いません。
銀⾏のＣＩＦ情報に⼀切依存することなく、HKCシステムに内蔵されている国税庁法⼈番号Ｗｅｂ－ＡＰＩによって、正式法⼈名とその実
在は、法⼈番号だけで特定されます。

買い⼿についても原則法⼈としますが、買い⼿がやむなく個⼈事業者や個⼈となる場合は、専⽤の架空の法⼈番号
「0000000000000」を割り当て、「特定個⼈」という仮の⽒名で取扱い、HKCシステムの外で買い⼿の具体名は扱います。

販路開拓での取扱対象ではサービス（特に不動産仲介サービス）を積極的に⼿がけます。

他⽅販路開拓案件で売り⼿が発⾏する請求書の請求総額は、初回以降必ず発⾏されることがわかっている分まで合算すること
は認めますが、税別30万円以上とします。

コンサルティング⼿数料は売り⼿が発⾏した請求総額の原則税別5％とし、同⼀の買い⼿から将来的に追加で請求が発⽣す
るような販路開拓の場合は売り⼿の承諾を前提に税別10％と固定化します。

コンサルティング能⼒への⾃信のなさから⼗分な顧客価値提供に⼿を尽くさないまま無償化するようなことは、製販分離型販路開拓コンサルティ
ングでは⼀切認められなくなります。
なお製造担当と販売担当を別銀⾏が担う場合のコンサルティング⼿数料配分は、製造担当︓販売担当＝2︓3と固定しています。

こうした⼿数料を受け⼊れ、⾃社の取扱商品サービスにも誇りを持っている売り⼿と契約し、粗利率も⾼い商品サービスの家庭
紹介を製販分離型販路開拓コンサルティングでは⾏っていきます。

商談での交渉経過や納品プロセスなどは全く管理をしないかわりに、販売担当経由で、売り⼿買い⼿とも満⾜のいく取引を⾏っ
た証として、買い⼿に対して売り⼿が発⾏した請求書のコピーを販売担当が買い⼿から受け取って内訳を墨消しした上でHKCシ
ステムに登録し、売り⼿から製造担当が受領した請求書の写しと合致したことがHKCシステムの外で確認されることでしか成約を
認めないルールとしています。

受領できなかったり、写しが改ざんされていたりする場合、納品が完了していても、売り⼿の納得のいく取引条件での取引であったことを疑うしか
なくなり、コンサルティング⼿数料負担の原資がなくなるためです。
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銀⾏インフラの利⽤が必要となる製販分離型販路開拓コンサルティング業務フロー

契約先との業務委託契約（コンサルティング契約）締結事務
HKCシステム利⽤開始時に配布されるワードのひな形契約書のリーガルチェックを経て、契約先取引店の⽀店⻑名と押切
印で契約先となった時点に1度だけ契約

別の販売担当銀⾏との再委託契約締結事務
HKCシステム利⽤開始時に配布されるワードのひな形再委託契約書のリーガルチェックを経て、各銀⾏の代表者名と代表
者印で、はじめて製造担当銀⾏として販路開拓案件交渉を販売担当銀⾏にはじめて承認するときに1度だけ契約

買い⼿の投資・購買資⾦が多額で⼿元資⾦でまかなえない場合
買い⼿向けのファイナンス（ただし、ファイナンスでも収益があがるとしてコンサルティング⼿数料率を減免することは不可）

対象商品サービスの購買について補助⾦や助成⾦が利⽤可能で実質的な値下げが可能となる場合
買い⼿の補助⾦・助成⾦申請代⾏

⼿数料の対契約先売り⼿事業者への請求事務（および販売担当を他⾏に再委託するときも含めて）
HKCシステムからダウンロード可能な請求額⼊⾦確認済み案件の全明細（⼿数料の売掛情報に相当）のCSVファイル
に基づいた請求事務
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いずれの業務フローも、その着⼿〜完了など進捗について、HKCシステムへの登録は⼀切求めていません。
したがって、スマートフォンブラウザーで確認もできません。
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HKCシステムが得意とする販路開拓案件の売り⼿・商品サービス・買い⼿の例

融資取引でのお得意先ながら、逃してきた収益機会は多いのではないでしょうか。
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販路開拓で⽀援する売り⼿事業者 対象商品サービス
（請求総額税別30万円以上）

対象商品サービスに関して
請求書を受け取る買い⼿

商品不動産在庫のある地元不動産
業者

市場価格で買い⼿がなかなか⾒つからない
⾃社商品不動産
（ただし、⾃社で仲介事務をすること）

不動産購⼊を検討している取引先⼀般
（他⾏がファイナンスを提供する場合も含む）

地元不動産業者 値がさ不動産の仲介サービス 不動産購⼊を検討している取引先⼀般
（他⾏がファイナンスを提供する場合も含む）

地元事業者向けサービス業者 融資するには及ばない⾦額の事業所施設の
リフォームやメンテナンス

取引先事業者⼀般他、⾃⾏では銀⾏取引のない⼤
⼿企業等の地元営業所（リフォーム程度は本社が業
者指定することなく営業所に任せている）

地元設備⼯事業者 事業所施設等の⼤規模修繕

取引先事業者⼀般ほか、⾃⾏では銀⾏取引のない
⼤⼿企業等の地元営業所
→⼤規模災害に起因した修繕で補助⾦給付される
　場合等は、事業者以外の地域住⺠も

特定業種向け先進的事業⽤機器の
地元販売・保守管理サービス業

同種の機器を販売・保守管理できる競合が
地元にいない事業⽤機器

この機器の導⼊で、事業運営の⼤きな改善が⾒込ま
れる特定業種の事業者
→お得意先の声資料が威⼒を発揮
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HKCシステム内での具体的な製販分離型コンサルティング展開

製造担当が作成・管理する商品サービス情報に、買い⼿候補名と⾒込受注量を加えた「（販路開拓）案
件」情報を販売担当が登録して、製造担当と販売担当で進捗情報を共有しながら、下記左から右の業務フ
ローで販路開拓を進めていきます。

販売担当（銀⾏）の
主⼒マーケットが納⼊

可能地域に含まれる商
品サービス情報

販
売
担
当
︵
銀
⾏
︶
ऋ
⼿
数
料
収
⼊
॑
ऴ
ऽ
इ
थ
︑

ध
ॉ
ऽ
ध
ी
ञ
ः
受
注
量

販売担当（銀⾏）
による販路開拓案

件の新規登録

【ステータス 案件承認済み】
案件の契約先・製造担当

（銀⾏）の承認登録

【ステータス 請求書コピー受領】
成約し納品後に買い⼿から受領し
た売り⼿発⾏請求書コピーの登録

【ステータス ⼊⾦確認済み】
売り⼿が請求額総額を回収
できた⼊⾦エビデンスの登録

対売り⼿業務委託契約・製造担当銀⾏との再委託契
約から売り⼿・買い⼿の引き合わせ、さらに成約後の納
品まではHKCシステムでは⼀切管理しません。
ビジネスマッチングでやってきたように、物販が禁じられた
銀⾏として常識的な範囲で⾃由に進めてください。

WORDで会員に配布されるHKCシステム専⽤の業
務委託契約書ひな形では、⼊⾦確認後翌⽉末⽇ま
での委託⼿数料決済を案件毎に⾏うようにしていま
すが、製造担当銀⾏や販売担当銀⾏の負担になる
ようでしたら、当事者で協議し、⾃由に変更していた
だいて構いません、

販売担当（銀⾏）の
主⼒マーケットに実在
する買い⼿候補名

売買契約が成⽴しても、納品が完了しても、融資をす
るわけでもない買い⼿から売り⼿発⾏の正規の請求
書のコピーがもらえない以上は、成約したとは認めな

いという製販分離型販路開拓コンサルティングであるこ
とにご注意ください。

売り⼿の希望する取引条件で請求さ
れていることの確認資料を隠さず⾒せて
もらえるような良好なリレーションの買い

⼿候補選定がきわめて重要です。

買い⼿が販路開拓対象商品サービスを知ったあとに、ECサイト等の別ルート経由でコンサルティングフィーが加
算されていない価格で受注する可能性が今の時代排除できないためです。
売り⼿からも「別ルートで不本意な取引条件で受注したので、コンサルティング⼿数料は払えない」といわれるの
がオチです。
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案件を構成する販路開拓対象の「商品サービス情報」は、サービスを想定して「納⼊可能地域」、在庫が限られ
ることを想定し「即納在庫量」など、過去の販路開拓では気にもとめる必要のなかった情報は丁寧に取り扱いま
す。

納⼊可能な都道府県
地域（県内を天気予報
で使⽤される地域で細
分）が指定されており、
この都道府県地域を主
⼒マーケット指定してい
ない会員銀⾏（占有型
の場合は⽀店）では閲
覧できずに、案件登録す
ることもできません。

在庫僅少の商品サービス
はもちろん、特定の不動
産物件仲介のように1物
件しか在庫ないといった
ケースでも案件登録が可
能となっています。

お得意先の声資料

・・・ ダウンロード

「お得意先の声資料」とは︖

通信販売のテレビコマーシャルは、そ
の商品サービスの利⽤者が利⽤以
前に困っていたこと、利⽤後にどう
なったかがわかりやすく伝わるように
制作されます。さらに利⽤以前に
困っていたこと（例えばフィットネスク
ラブに通う前の体型）から、買い⼿
候補の特徴（体型に不満のある
⼈）も特定しやすくなります。

この資料ではBtoBの販路開拓⽤
資料であるため、困っていた事業が
本商品サービスの利⽤前後で変
わった事例を紹介し、同様の困りご
との解決を期待できる事業の例まで
記述してもらいます。

超過利潤を⽣む付加価値に⾃信
のある事業者であれば、いくつかのお
得意先への顧客価値提供事例を
持っていますので、１〜５の質問の
回答をヒアリングしていただき、製造
担当に「お得意先の声」として⽂書
化していただきます。

事業性評価を販路開拓コンサルティ
ングに応⽤している証、物販ではな
い証となることを期待しています。

取扱事業者名 株式会社也つ代 
商品サービスの名称 HKC システム 
１．この商品サービスを過去ご利⽤いただいた、取扱事業者のお得意先の事業の概要 
地域⼆番⼿以下の地域⾦融機関（銀⾏業） 
２．この商品サービス利⽤以前にお得意先が１の事業で困っていたこと 
預かり資産業務による⼿数料収⼊で伸び悩む資⾦利益を⻑く埋め続けてきたものの、投
信は NISA 銘柄が主流となり、頼みの綱であった外貨建保険もついに⾏政から問題視さ
れるようになった。 
他⽅ビジネスマッチングを中⼼としたコンサルティング業務でコンサルティングフィー
を稼ぐに⾄る兆しは⾒えない。 
また同じようにビジネスマッチングと呼ぶ県外⼤企業製品（不動産や DX 関連）の投資コ
ンサルティングや、⼤型の事業承継 M&A 案件も、地元のトップ地銀等にほぼ独占されて
いて、⼆番⼿以下にはお鉢が回ってこない。 
３．このお得意先が１の事業においてこの商品サービス利⽤を決断するに⾄った決定的な要因 
地元のサービス業に対して、⾼めの⼿数料が得られるコンサルティング展開ができると
の点。 
特に不動産の売買にからむ取引で、銀⾏が直接売買を⼿がけることはできないが、親密な
取引先不動産業者の仲介⼿数料売上の改善⽀援という販路開拓コンサルティングの形を
HKC システムではとることができて、役務収益源が次々と失われていく中、⾃⾏の安定
的な収益源として期待できるため。 
４．利⽤後の２の困りごとの解決状況とお得意先の事業全体への波及効果 
数百万円程度の補助⾦付業務⽤機器の設備投資機会や不動産回収リフォーム案件を地元
サービス業者の販路開拓機会として積極的に取り組んだことで、年間 30 億円程度の地元
への売上改善貢献と年間 1 億円程度の役務収益貢献ができるようになった。 
メイン先を増やしたいという⾃⾏の悲願についての波及効果をあげると、うまみのある
不動産仲介案件はすべてメインバンクで完結されていると、不満を持っていた他⾏メイ
ンの不動産業者と販路開拓コンサルティング契約を⾏い、繰り返し仲介案件を持ち込ん
だところ、⾃⾏がメインバンクとなることができた。 
５．このお得意先の１の事業以外で同様の困りごとの解決を期待できる事業の例 
銀⾏業しか HKC システムのサブスクリプション会員にはなれないため、なし。 
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買い⼿に対して売り⼿の
希望する取引条件のまま
実質的に値下げすること
を可能とする補助⾦・助
成⾦情報もここで提供さ
れます。



株式会社也つ代

HKCシステムのデータ操作画⾯は、同⼀銀⾏でのサブスクリプションであっても製販分離を前提としていますので、
ログイン画⾯以降も別画⾯で遷移し、情報隔壁を維持します。

製造担当のログイン後画⾯（背景は⽔⾊に統⼀） 販売担当としてのログイン後画⾯（背景は⽩に統⼀）
⾃⾏で登録した商品サービスを利⽤している販
路開拓案件の進捗変化をリアルタイムで報告し
ています。
進捗があった案件では作業が必要となりますの
で、下の「進捗案件リストへ」と表⽰されているボ
タンをクリックして確認してください。

⾃⾏取引先事業者と販路開拓コンサルティングの業
務委託契約を締結する場合＝この事業者が契約先
（売り⼿事業者）となる場合、ここをクリックします。

契約先登録が済んだ事業者の、販路開拓対象の商
品サービスを登録する場合は、ここをクリックします。

⾃⾏で登録した販路開拓対象の商品サービスを確認した
り、登録内容を修正する場合は、ここに⾃⾏の全契約先
がリスト表⽰されます。
選択すると、その下に隠れている当該契約先について登録
されている商品サービス（修正された・取り消ししされたも
のも含む）名称が下のように表⽰されますので、選択して
「商品サービス登録データを表⽰する」をクリックします。

契約先から現在時点で販路開拓依頼を受けている商品
サービスのうち過去成約しているか、これから成約する可能性
が残っている商品サービスを⼀覧表⽰できます。⾃⾏の全契
約先をリスト表⽰から選んだ後に、ここをクリックします。

⾃⾏で登録した販路開拓案件の進捗変化をリ
アルタイムで報告しています。
進捗があった案件では作業が必要となることがあ
りますので、左の「⾃⾏作成案件の現状確認」と
表⽰されている枠内の「案件リストへ」ボタンをク
リックして確認してください。

新規案件を登録する場合は、「作成開始」をクリッ
クします。
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株式会社也つ代

⾃⾏が製造・販売担当として関与する案件の進捗を管理する画⾯です（前ページの「進捗別案件リスト」をク
リックして表⽰）。

⾃
⾏
द
製
販
担
当
॑
兼
ब
ञ
案
件
म
両
⽅
प
表
⽰
औ
ो
ऽ
घ
︒
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株式会社也つ代

サブスクリプション会員⼊会要件やHKCシステムシステム運営⽅法

HKCシステムは株式会社也つ代管理サーバー上のSaaS（WEBブラウザーで稼働するソフトウエア）であって、毎⽉定
額のサブスクリプション料をご負担いただけるサブスクリプション会員のみが利⽤可能です。

HKCシステムのデータベースに登録されたデータについては、管理上閲覧する権限を、サブスクリプション契約での秘密保持のもと、有
することをご承知おきください。また会員各⾏のご要望や作成される案件の傾向なども踏まえて、事務局は無償でバージョンアップ・機
能追加していきます。

HKCシステムのサブスクリプション会員は、銀⾏コードを持つ銀⾏業と銀⾏持株会社傘下の100％⼦会社（証券会社
や地域商社など）に限定させていただくことにしており、異なる製造・販売担当銀⾏間の⼿数料についても直接のやりと
りで安全な決済が可能です。

納⼊可能地域が限られるサービスを販路開拓の対象とする都合上、すべての会員は、⾃⾏の主⼒マーケットとする都道府県を、⼊
会時に1つ以上指定いただきます。

⼊会後は任意の数の担当者（ユーザー名をご指定いただきます）に対して、ログインIDとログインパスワードを事務局
（株式会社也つ代）が担当者毎に発⾏して、すべての担当者が利⽤できるようになります。

ログインパスワードはユーザーサイドでは⾃由に変更できない代わりに、事務局サイドでサーバーアクセスログをモニタリングしていて、総
当たり（ブルートフォース）攻撃などの警戒に常時あたっていますので、不都合が⽣じた場合は逐次新たなパスワードを登録担当者
さまあてにお知らせさせていただきます。

商品サービス情報で指定された納⼊可能地域都道府県を主⼒マーケットしている販売担当銀⾏であれば、案件登録
可能な商品サービスとして、売り⼿名も含まれるその商品サービス情報を、取り消ししていない限りは、どの地域⾦融機
関でも閲覧はできることになりますことをご了承の上、ご⼊会ください。

閲覧時に即納在庫量欄に「（⾃⾏分のみ）」と表⽰があれば、他の販売担当銀⾏向けに在庫が⽤意されていないことが伝わりま
すし、製造担当銀⾏側に案件承認権限があるので、販売担当銀⾏が作成した案件での販路開拓を拒絶することもできます。
こうした情報の共有を望まない地域⾦融機関にはサブスクリプション料が⾼くはなりますが、単⼀銀⾏での占有型のサブスクリプション
契約（１4ページご参照）も⽤意しておりますので、ご利⽤ください。
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株式会社也つ代

サブスクリプション料⾦（⼀般版）

⼿数料収⼊総額が主⼒マーケット内の取引先事業者数に影響することを踏まえて、HKCシステムのサブスクリプ
ション料は、直近の3⽉期決算の単体貸出⾦残⾼（銀⾏持株会社傘下の法⼈の場合は、全傘下銀⾏単体
貸出⾦残価の合計）が5000億円未満（多くの協同組織⾦融機関が該当︖）である年度中は⽉額2万円
引きの割引料⾦で対応します（サブスクリプション契約は年度末区切りで以降1年毎の⾃動更新）。

同⼀銀⾏コードの地域⾦融機関では⾃⾏案件を閲覧できるユーザー名を制限なく登録申請できます。ただし、他の銀⾏
から直接問い合わせが来ることを踏まえて、特定部署の管理職以上にユーザーは限定することをお勧めします。
事務局（株式会社也つ代）からは、3・6・9・12の⽉末締めで3ヶ⽉毎にサブスクリプション料をご請求させていただきます。
随時退会はできますが、退会⽉の2ヶ⽉前までに事務局にご連絡いただきますようお願いいたします。
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サブスクリプション料 製造担当・販売担当の2ライセンス

単体貸出⾦残⾼5000億円以上 ⽉額8万円（税別）

単体貸出⾦残⾼5000億円未満 ⽉額6万円（税別）



株式会社也つ代

単⼀銀⾏での占有サブスクリプションについて

他⾏とは商品サービス情報や案件情報の共有を避けて、⾃⾏の本⽀店だけで販路開拓コンサルティングを取り
組みたい（占有サブスクリプション）というご希望にも対応いたします。

他⾏が閲覧できない専⽤データベースを弊社サーバー上に構築し、銀⾏名を部店名に置き換え、気象庁の気象区分の⼀
次区分での「都道府県地域のリスト」を、気象庁の気象区分の⼆次区分レベルに細分化し、各本⽀店の主⼒マーケットに
対応させます。

製造担当と販売担当を単⼀⾦融機関で兼ねて、サービス業の契約先などに最寄りの店舗できめの細かい販路
開拓コンサルティングが可能となります。

また単⼀銀⾏での利⽤のため、導⼊に際して⾏内でのHKCシステム活⽤のためのセミナーも無償で承ります（旅費交通費
だけご負担ください）。

契約後2年間は、⼀般版の⾮占有サブスクリプションの2倍〜3倍の料⾦をご負担いただきます。グループ割引
キャンペーンも対象外となります。専⽤データベースの確保と事務局での追加管理事務コストとご了承ください。

⼀般版 占有版

営業統括部
本店
東⽀店
⻄⽀店

○○銀⾏

販路開拓コンサルティングを主管する部署は、全
地域を主⼒マーケットとして登録することで、すべ

ての部店の情報が閲覧できます。

⼀般型同様店別の主⼒マーケットが納品可能地域に該当しない商
品サービスで案件を作成することはできませんが、委託⼿数料の店
別実績、製造担当店役割・販売担当店役割別実績の管理は平

易となり、業績表彰への対応はやりやすくなります。

「都道府県名」 「気象区分⼀次区分」
「気象区分第⼆区分」の順に並んでいま
す。ブロック営業体制のブロックに近い地

域の細分に対応します。

⼀般版 占有版
東京都東京地⽅ 23区東部
東京都東京地⽅ 23区⻄部
東京都東京地⽅ 多摩北部
東京都東京地⽅ 多摩⻄部
東京都東京地⽅ 多摩南部

東京都東京地⽅
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占有サブスクリプション料 1年⽬
（⼀般版の3倍）

2年⽬
（⼀般版の2倍）

3年⽬以降
（⼀般版と同額）

単体貸出⾦残⾼5000億円以上 ⽉額24万円（税別） ⽉額16万円（税別） ⽉額8万円（税別）

単体貸出⾦残⾼5000億円未満 ⽉額18万円（税別） ⽉額12万円（税別） ⽉額6万円（税別）



株式会社也つ代

HKCシステムデモサイトのご案内

下記架空の地域⾦融機関の架空の担当者（ユーザー）ごとにログインIDとログインパスワードを⽤意していますので、ログインパ
スワードを、⼊会資格があることがわかる社⽤メールで、所属と⽒名を明記した上、yatsushiro@yatsushiro.co.jp 宛てにお
問合せください。

本番システムと変わらないプログラムとデータベースを使⽤しているため、使⽤許諾管理上の対応が必要となり、ご不便をおかけします。

システム操作マニュアルを補完する「製販分離型販路開拓コンサルティングマニュアル」、DEMOサイト操作時にアップロードが求め
られるひな形PDFやひな形ZIPファイルもログイン後ダウンロードできます。

デモサイトは下記アドレスとなっています。個⼈のスマートフォンで下記QRコードを撮影してもアクセスできます。

（製造担当ログイン⽤）https://hkcdemo.yatsushiro.co.jp/hkcs_login.php

（販売担当ログイン⽤）https://hkcdemo.yatsushiro.co.jp/hkc_login.php

-15-

銀⾏コード 銀⾏名 主⼒マーケット ユーザー名 ログインID ログインパスワード

10001 薩摩銀⾏ ⿅児島県・熊本県 法⼈ソリューション部　⻄郷隆 111111

10002 ⼤隅信⽤⾦庫 ⿅児島県・宮崎県 営業統括部　⼀階堂進 222222

10003 ⼤九州銀⾏ 福岡県・熊本県・⼤分県・宮崎県 法⼈サポート部　五島司 333333

10004 ⼤東北銀⾏ 宮城県・⼭形県 営業推進部　仙台五郎 555555

10005 出⽻信⽤⾦庫 ⼭形県・福島県 理事⻑　上杉鷹夫 666666

10006 加賀信⽤⾦庫 ⽯川県・福井県 営業統括部　前⽥利男 777777

10007 奥能登信⽤組合 ⽯川県 営業統括部　林重蔵 888888

メールでお問合せください


